
予算要求資料
平成30年度9月補正予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　海外デザイナー連携による国際見本市出展事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部 観光国際局 海外戦略推進課 海外展開係 電話番号：058-272-1111（内3119）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　  E-mail　：c11336@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　補正要求額　18,389千円（現計予算額：53,730千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産　収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計

予算額
	53,730
	23,240
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,490

	補　正

要求額
	18,389
	6,103
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,286

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
海外への市場開拓は、国内市場開拓に比べコストもリスクも高い（輸送コスト、関税、言葉の壁、商習慣など）にもかかわらず、国内市場の縮小

傾向、価格競争激化への危機感は高く、県内中小企業は海外展開に活路を見出そうとしている。海外での販売により利益を出すためには、海外でも通用するデザイン性等に優れた商品開発が必須だが、日本人デザイナーによる日本市場向けに開発された商品は海外では受け入れられにくい場合が多く、また県内企業には海外デザイナーとのコネクションを得にくい。
（２）事業内容

　　　世界で活躍する海外デザイナーと県が連携し、県内企業とのマッチングを図ることで世界に通用する商品開発を促進し、魅力ある県産品も含めて情報発信力の高い国際見本市に出展すること等で、岐阜ブランドを世界に向けて発信し、県内企業の海外販路開拓を促進する。

1 アトリエ・オイ社（スイス）との連携と「ミラノ・サローネ」出展（13,329千円）

　　県内企業とアトリエ・オイ社との連携による新商品開発と「ミラノ・サローネ」出展。

2 セバスチャン・コンラン氏（イギリス）との連携と「メゾン・エ・オブジェ」出展（45,690千円）

　　県内企業とセバスチャン・コンラン氏との連携による新商品開発と「メゾン・エ・オブジェ」出展。

3 海外デザイナー連携プロモーション（13,100千円）

　　　 　ミラノ・サローネ及びメゾン・エ・オブジェへの出展商品の国内外での継続プロモーション。岐阜ブランドを発信するツールの制作。
　　　「メゾン・エ・オブジェ」は平成３０年９月展から会場構成がこれまでと大きく変更になることが判明した。「岐阜ブランド」の世界への効果的な発信を最大限支援するために、全ての開発商品を販売可能な段階まで仕上げ、出展場所と全商品を展示するための十分なスペースを確保し、世界に向けたＰＲ活動が重要となる。
さらに、これらの開発商品を活用して本県のモノづくりを世界へ発信できるよう、岐阜ブランドのＰＲツールの制作に向けて、必要経費の措置が必要となる。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県内企業が有する高い技術力を「岐阜ブランド」として確立し、国内外に効果的に発信することは、県が県内企業と連携のもと行う必要がある。また、著名な海外デザイーとの一からの連携も、県内中小企業では経費面等で難しいことから、県事業として実施することが適当である。
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	業務旅費
	4,110
	職員旅費

	委託料
	14,279
	展示会開催、商品開発、販路開拓事業等委託

	合計
	18,389
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県成長・雇用戦略

　　　６ 戦略を推進するための基盤づくり　（３）販路拡大・海外展開
（２）後年度の財政負担
　　　  県内企業が海外デザイナー及びディストリビューター（流通事業者）と信頼関係を構築し連携して新商品を開発するとともに、国内外において「岐阜ブランド」のイメージを作り上げ、販路拡大をつなげるためには、少なくとも3年程度は事業を実施する必要がある。
（３）事業主体及びその妥当性
　　　　公的機関である県が率先し「岐阜ブランド」の発信と販路開拓のための取り組みを行うことにより、海外においても県産品の信頼度が高まり、海外と県内企業との継続的取引へと繋がる可能性が高くなる。また、県レベルの方が県内全域から様々な県産品を紹介できるため、多くの魅力を打ち出せるとともにより幅広いニーズに対応が可能となる。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成30年までに、デザイナーと連携した新商品を20点開発し、国際展示会を通じた商談社数を延べ80社とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	連携商品開発数
	-

（H  ）
	14

（H28）
	（H　）
	

20

（H29）
	20

（H30）
	
  100%

	展示会商談社数
	-

（H  ）
	31

（H28）
	（H　）
	

68

（H29）
	80

（H30）
	
  85%


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

〇ミラノ・サローネ出展

　・スイスのデザイン会社アトリエ・オイと連携して、陶磁器によるアロマ

ディフューザー等を開発し出展。

　・開催期間：平成３０年４月１７日（火）～２２日（日）

○ミラノ・サローネ凱旋展

　・出展企業の１つが運営する都内ショップにおいて、他のミラノサローネ

の出展商品も合わせた凱旋企画を実施。

　・ブラジル・サンパウロの美術館にて、企画展示。

〇メゾン・エ・オブジェ出展

　・イギリスの著名デザイナーであるセバスチャン・コンランと連携して、

　　県内企業１４社計７２点の商品を出展。

・開催期間：平成３０年１月１９日（金）～２３日（火）

○メゾン・エ・オブジェ凱旋展

　・日本橋三越本店において、メゾン・エ・オブジェ出展商品を展示・販売。

　【展示・販売】６社（浅野商店、家田紙工、大橋量器、カネコ小兵、壽泉

窯、志津刃物製作所）

　【展示のみ】１社（オゼキ）

　・開催期間：平成３０年５月３１日（水）～６月１２日（火）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

○アトリエ・オイ社とのコラボレーション商品

　　飛騨産業：Gifoiを商品化。東京ミッドタウン店を中心に、国内外にて
販売中。コントラクトビジネスも展開。世界最大手の老舗デ
ザイン雑貨メーカーのブランドとして、欧米での販売網で販
売されることが決定。

　　オゼキ　：世界的デザイン誌「ElDeco」のデザインアワードで、照明部
門の日本代表作品にノミネートされた。飛騨産業とコラボ
し、土台部分を木材に変更。国内外での販売を開始。

　　浅野商店：欧州にネットワークを持つディストリビューターによる取り
扱いが確定し、欧州での販売に向け価格等を調整中。

本美濃紙保存会、紙等：量産化商品として、機械漉き美濃和紙を用いた
「MINOSHI GARDEN」として商品化。欧米のホテ
ル、レストラン、美術館等へ販売開始。

　→有名メディアから取材が入るなど、岐阜県産品を世界に向けて発信

　　
〇セバスチャン・コンラン氏とのコラボレーション

　　日進木工：国内向けには、５月に商談会を開催。海外向けには、３月か
　　　　　　　ら営業開始ほか、１件成約。ディストリビューターとの取引
確定。

　　飛騨産業：国内向けには、福祉施設へ納品のほか、HIDAミッドタウン
　　　　　　　店や各ショールームで展示販売を継続。海外向けには、現在、
　　販売ルートを調整中。

　　大橋量器：国内販売展開中。海外向けには、展示会出展多数。ディストリビューターの拡大を模索中。

　　志津刃物：量産体制。海外向けには、１件成約。欧州に取扱いに前向きなディストリビューターあり。

→上記以外の全メーカーについても、平成３１年１月のメゾンで商談がで

きるように、商品化を進めている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○
	近年、経済のグローバル化・ボーダレス化に伴い、県内中小企業の国際化は産業政策上極めて重要な課題となっており、一層の支援強化が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	県内メーカーへの引き合いや取材依頼等も増えてきており、事業の有効性は高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	海外に販売拠点や販路をもつ民間企業との連携で事業を進めることにより、単独では海外展開が困難な県内中小企業にも海外市場開拓・拡大の機会を提供することができている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
海外の著名デザイナーとの連携にあたり、事業効果を高めるためには、商品開発や展示会出展準備において日本の会計年度によらない事業の進行管理が求められる場合があるが、契約手法の検討等において相手方との調整コスト（コミュニケーション等の手間・時間等）が多大となり、事業実施が非効率となるため、海外事業の実施にあたっては、相手国の事情も考慮して柔軟に対応できると望ましい。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　国内市場が縮小する中、県内企業の海外展開に対する支援ニーズが高まっている。今後も、県産品の海外市場開拓を促進するため、「岐阜ブランド」の発信を強化するとともに、ＧＡＳ等を活用した販路拡大に努め、デザイナー等との連携により世界に通用する魅力ある新商品の開発が進むよう積極的に県内企業を支援する。また、経営資源の乏しい中小企業が、マッチングや商品開発の成果を具体的に収益化するために必要な支援や、事業者にとって利便性の高いパッケージによる一貫支援の必要性の検討。


